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当社は、安定した財務基盤の確立と収
益力の向上を図り、株主の皆様への安定
的な配当の継続を基本に、自己株式の取
得も含め、利益水準を考慮して利益還元
を行うことを基本方針としております。

当期の中間配当は1株当たり10円と
させていただきました。また、期末配当
は1株当たり15円を予定しております。

配当について
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さらに詳しい財務情報は当社IRサイトをご覧ください。 山善　IR 検索

Consolidated Financial Highlights 連結財務ハイライト



2021.4.1〜 2021.9.30山善、この半期

株主の皆様には、日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
当社、第76期（2021年4月1日から2022年3月31日まで）の第2四半期決算を行

いましたので、ご報告申し上げます。
当社グループの主な事業領域は、生産財と消費財であり、「設備投資」と「個人消

費」の動向が業績に影響を及ぼします。当社グループを取り巻く事業環境として、設
備投資については、新型コロナウイルスのワクチン接種が世界各国で進み、グロー
バルな経済活動の再開に伴って、中国需要の拡大とともに欧米や日本でも製造業の
回復は顕著となりました。特に国内においては、裾野の広い自動車産業で、脱炭素化
等に向けた設備投資が徐々に始まり、幅広い産業における生産稼働率も上昇し、工
作機械等の受注が伸びました。また、昨年度から好調である半導体産業はより⼀層
伸⻑しました。⼀⽅、国内の個人消費については、雇用と所得環境に対する先行き不
透明感は拭えない状況ではありますが、テレワーク等に関連する消費財の需要は継
続しました。また、住宅設備関連の消費財においては、新設住宅着工戸数が「持家」を
中心に好調に推移していることや、設備機器の更新需要が顕在化してきたこともあ
り、住宅設備機器の需要も好調でした。

以上の結果、当第2四半期連結累計期間の売上高は238,552百万円となりました。
営業利益は7,487百万円、経常利益は7,464百万円、親会社株主に帰属する四半期
純利益は5,613百万円となりました。

当期が最終年度である3ヵ年中期経営計画『CROSSING YAMAZEN 2021』で
は、「国内事業の強化」、「グローバル展開の加速」、「機能商社化による収益力強化」、

「eコマースの拡充」及び「事業拡大を支える経営基盤の強化」を⽅針に掲げており、
引き続き、生産財関連事業と消費財関連事業の拡大に注力してまいります。

今後とも当社グループは、モノづくりを支え、快適生活空間を創造する商社とし
て、世の中の変化を的確に捉え、スピード感をもって対応することで、収益の拡大を
図ってまいります。

株主の皆様におかれましては、今後も変わらぬご理解とご支援を賜りますよう、
心よりお願い申し上げます。

※中期経営計画『CROSSINGYAMAZEN2021』の詳細に
つきましては、当社ホームページをご参照ください。

『CROSSING YAMAZEN 2021』
最終年度を迎えました

代表取締役社長

President, CEO
Yuji NAGAO

埼玉県北本市に、国内12ヵ所目の物流拠点となる「ロジス新東京」を
新設しました。都心から約40km圏内と、物流拠点として好アクセス
な立地であり、機工事業部が取り扱う切削工具・測定工具等の商品の
東日本への最重要配送
拠点と位置づけていま
す。2022年春頃に⼀部
稼働開始を予定してお
り、スピーディーに商品
配送できる物流体制を
整えていく計画です。

在宅勤務の定着に伴い、当社のデスク・チェアや生活家電などが昨
年に引き続き好調でした。上期は「電動昇降デスク」（4月）、「コンパ
クトクーラー」（6月）、「減煙焼き肉グリル」（9月・10月）のテレビ
CMを放映し、山善
ブランド商品の市
場での認知度を上
げるとともに、当社
が生活シーンを快
適に彩る商品を多
数取り扱っている
ことを、消費者に向
けて発信しました。

当社が拡販に注力している協働ロボッ
ト・産業ロボットに、アセントロボティ
クス（株）のAIピッキングソフトウェア
を搭載したパッケージ商品の販売を開
始しました。対象物がバラ積み状態で映
像認識が難しくても、対象物の3Dデー
タをマスタ化することで位置姿勢や上
下の向きを判定し、正確にピッキング・
配置を行うことが可能です。

「ロジス新東京」を新設テレビＣＭを放映 自動化ロボットの
パッケージ商品の販売開始
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裾野の広い自動車産業で、脱炭素化等に向けた
設備投資が徐々に増えはじめ、さらに、半導体
製造装置の部品加工向け等の工作機械受注も
伸⻑し、総じて顕著な回復が⾒られました。営
業活動においては、Webセミナーや新型コロ
ナウイルス感染防止対策を徹底したエリア商
談会を各地で開催し、各種補助金の提案等で顧
客接点を増やし、受注獲得を図ってきました。

持家・リフォーム需要の拡大を背景に、オンラインとオ
フラインを使い分けながら高付加価値商材の提案に注力
した結果、空調・水廻り機器等の販売が堅調に推移しま
した。また、脱炭素化に向けた自家消費型のエネルギー活
用提案を積極的に推進したことで、太陽光発電・蓄電池
等の新エネルギー機器も伸⻑しました。⾮住宅分野にお
いても、各種補助金を活用した設備改修提案により、業務
用空調機器、給湯機器等の受注拡大に繋がりました。

「おうち時間」を快適に楽しむための商品の取扱いが多く、ECサイトやテレビ
通販を中心に堅調に推移しました。特に節水型シャワーヘッドやデスク・
チェア、ガーデン用品等の販売が伸⻑しました。また、依然として消費者の換
気に対する関心は継続しており、夏物季節商品である扇風機やサーキュレー
ターの家電量販店やホームセンター向けの出荷が増加しました。加えて、プラ
イベートブランド商品の開発にも注力しており、消費者ニーズを捉えたス
ピーディーな商品開発とラインアップ強化に取り組みました。さらに、テレビ
CMやWeb広告、SNSや広報活動等のメディアを活用した情報発信を積極的
に展開し、幅広い層の消費者に対し、当社商品の認知度向上に注力しました。
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中  期

経営計画 5つの大方針

海外

機工事業

生産現場への工作機械の導入や工場の稼働率が上昇した
ことで、切削・補要工具等の販売が伸⻑しました。また、
メカトロ・測定機器・マテハン機器の販売も好調で、全
般的に回復が⾒られました。営業活動においては、当社が
企画する大型展示商談会を中止したことが事業にマイナ
スの影響を及ぼしましたが、Webセミナーや各地のエリ
ア商談会を積極的に実施し、顧客ニーズを汲み取った営
業活動を展開することで確実な受注獲得に繋げました。
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151,277海外

海外においては、未だ外出・移動規制等を行なっている国がありますが、新型コロナウ
イルスのワクチン接種が進んだ国では、事業活動が再開されました。このような状況下、
中国・アセアン・北米支社では自動車や半導体産業等を中心に設備投資が行われ、台
湾支社では半導体やIT機器産業におけるEMS企業の設備投資が活発であり、海外の４
支社ともに工作機械の受注及び販売が伸⻑しました。
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会社概要　（2021年9月30日現在）

株主メモ

取締役（2021年10月1日現在）

商 号 株式会社　山　善

創 立 1947年5月30日

資 本 金 7,909百万円

本 社 所 在 地 大阪本社　〒550-8660
大阪市西区立売堀2-3-16

東京本社　〒108-8217
東京都港区港南2-16-2太陽生命品川ビル

主 要 取 引 銀 行 みずほ銀行・りそな銀行・三井住友銀行・
三菱UFJ銀行・みずほ信託銀行

従 業 員 数 3,209名（連結）

建 設 業 許 可 国土交通大臣許可

事 業 年 度 4月1日～翌年3月31日

剰余金の配当基準日 3月31日
（中間配当を行う場合は9月30日）

定 時 株 主 総 会 6月下旬

単 元 株 式 数 100株

上場証券取引所 東京証券取引所　市場第一部

公 告 方 法 電子公告とし、当社ホームページに掲載
（ただし、やむを得ない事由により、電子公告による公告が
できない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。）

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目3番3号
みずほ信託銀行株式会社

※お支払開始日から満３年を経過した配当金につきましては、お受取ができなくなります
ので、ご注意ください。

株式のお手続きに関するお問合せ先
口座の種類

お手続きの内容

証券会社等に
口座をお持ちの
株主様

証券会社等に
口座がない株主様（特別口座）

郵便物送付先
お取引のある
証券会社等に
直接お問合せ
ください。

〒168-8507
東京都杉並区和泉2-8-4
みずほ信託銀行
証券代行部

お問合せ先 0120-288-324
（土・日・祝日を除く　9:00～17:00）

お取扱窓口 みずほ信託銀行及び
みずほ証券

未払配当金の請求※ みずほ信託銀行及びみずほ銀行

当報告書には財政状態及び経営成績に関する将来予測の記述が含まれております。
この前提及び将来予測の記述には、経営を取り巻く環境の変化などによる⼀定のリスクと不確実性が含まれております。

代表取締役社長
社長執行役員
最高経営責任者（CEO）

長尾雄次 佐々木公久

代表取締役
専務執行役員
営業本部長

社外取締役

鈴木敦子

山添正道

取締役
常務執行役員
最高情報責任者（CIO）
最高財務責任者（CFO）
経営管理本部長

取締役
常勤監査等委員

村井諭

合志健治

取締役
常務執行役員
機工事業部長

岸田貢司

取締役
上級執行役員
営業本部副本部長（海外担当）

社外取締役
監査等委員

中務尚子
社外取締役

井関博文

社外取締役
監査等委員

津田佳典




